
 

 

 

 

令和４年度 

 

 

邑南町各会計歳入歳出決算審査意見書 

 

　　 

 

 

 

 

 

 

 

邑南町監査委員 

 



 

目　　　　　　次 

各会計歳入歳出決算審査意見　 

第１　審査の対象 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　１ 
第２　審査の期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　１ 
第３　審査の方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　１ 
第４　審査の結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　１ 

１　決算の概況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　２ 
（１）はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　２ 
（２）決算収支の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　２ 

２　普通会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　３ 
（１）一般会計の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　３ 
（２）電気通信事業特別会計の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・　　４ 
（３）普通会計における歳入・歳出・総額について ・・・・・・・・　　４ 
（４）財政状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　５ 
（５）普通会計歳入状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　６ 
（６）普通会計歳出状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　７ 
（７）財産に関する調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　９ 
（８）現地踏査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１１ 
（９）普通会計審査意見 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

３　公営事業会計（特別会計から電気通信事業特別会計を除く） ・・・・  １５ 
（１）国民健康保険事業特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・　１５ 
（２）国民健康保険直営診療所事業特別会計 ・・・・・・・・・・・　１６ 
（３）後期高齢者医療事業特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・　１７ 
（４）下水道事業特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１８ 

４　令和４年度財政健全化審査意見書 ・・・・・・・・・・・・・・・・　１９ 
５　令和４年度下水道事業特別会計経営健全化審査意見書 ・・・・・・・　２１ 
６　令和４年度水道事業会計経営健全化審査意見書 ・・・・・・・・・・　２２ 
７　基金運用状況審査意見書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　２３ 
８　決算審査のまとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　２４ 
 

付　　表 

令和４年度収入未済額調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　２６ 
令和４年度地方債の状況、令和４年度債務負担行為額の状況 ・・・・　２７ 
令和４年度基金積立金の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・　２８ 

 

　　　　　



1 

各会計歳入歳出決算審査意見       

　第１　審査の対象          

１　各会計歳入歳出決算書並びに関係諸帳簿、証書類      

令和４年度邑南町一般会計  

令和４年度邑南町国民健康保険事業特別会計     

令和４年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計   

令和４年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計      

令和４年度邑南町下水道事業特別会計      

令和４年度邑南町電気通信事業特別会計     

２　附属書類           

令和４年度邑南町各会計歳入歳出決算事項別明細書     

令和４年度邑南町各会計実質収支に関する調書      

令和４年度邑南町財産に関する調書      

           

　第２　審査の期間          

令和５年７月２５日から令和５年８月２０日まで（１８日間）    

            

　第３　審査の方法          

この決算審査にあたり、町長より審査に付された決算報告書に基づき計数を確認するとと

もに、その会計処理が適正確実に行われたかどうかを検証するため会計帳票及び関係証

書類との照合等審査を実施した。        

 

　第４　審査の結果       

　　　　審査に付された各会計歳入歳出決算書及び附属書類の計数は、関係諸帳簿、証書類等

を点検審査した結果、公有財産の一部に台帳との不一致があったが、それ以外の決算計数

に相違なく、適正に執行されたものと認めた。また、審査の結果の詳細は以下のとおりである。 

　なお、審査の調査資料の内一部の表において千円未満の端数処理に伴い集計額と誤差

がある。          
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１　決算の概況 

（１）はじめに 

令和４年度予算は、メインテーマ「持続可能な社会づくり、ＳＤＧｓの追及」の下、２つの

サブテーマを設定して編成され「住民や他団体との協働による地域の課題解決」など４つの重

点項目に基づいた町づくりが進められた。一方で新型コロナウイルス感染症は依然として猛威

を振るい、この対策にも追われた年であった。 

 

（２）決算収支の状況 

令和４年度の一般会計、特別会計を合わせた決算規模は下記のとおりであり、令和３年度と

比較すると歳入において２．１％、歳出において１．４％の増加となっている。 

 

 

 令和４年度会計別決算収支の状況

（単位：千円）

歳 入 歳 出 決　　　算　　　額

予 算 歳 入 歳 出 歳入歳出差引

一 般 会 計 15,428,274 13,744,764 13,384,220 360,544 

電 気 通 信 会 計 734,700 541,717 527,032 14,685 

小 計 16,162,974 14,286,481 13,911,252 375,229 

国 保 会 計 1,309,469 1,311,667 1,298,878 12,789 

診 療 所 会 計 119,696 121,140 113,486 7,654 

後 期 高 齢 者 会 計 379,651 381,821 378,380 3,441 

下 水 道 会 計 1,068,188 913,349 890,729 22,620 

小 計 2,877,004 2,727,977 2,681,473 46,504 

令 和 ４ 年 度 計 19,039,978 17,014,458 16,592,725 421,733 

令 和 ３ 年 度 17,570,107 16,659,924 16,360,885 299,039 

令 和 ２ 年 度 17,874,863 17,452,821 17,177,978 274,843 

令 和 元 年 度 15,883,040 15,740,317 15,467,187 273,130 

平 成 30 年 度 15,531,124 15,093,920 14,829,808 264,112 

平 成 29 年 度 15,224,798 15,070,236 14,740,544 329,692 

平 成 28 年 度 16,037,399 15,927,294 15,450,407 476,887 

平 成 27 年 度 18,673,875 18,477,897 18,071,813 406,084 

平 成 26 年 度 20,262,985 18,885,664 17,888,217 997,447 

平 成 25 年 度 18,787,582 17,236,074 16,676,104 559,969 

平 成 24 年 度 16,816,756 16,258,593 15,925,767 332,826 

平 成 23 年 度 16,956,064 16,917,445 16,724,750 192,695 

(平成28年度までは、簡易水道事業特別会計を含む）

　　　　　　　　項　目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　区　分

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計
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２　普通会計 

（１） 一般会計の概要 

ア　決算の概要 

 

イ　審査結果 

令和４年度の一般会計の歳入総額は、１．４％増の１３７億４,４７６万４千円、歳出総額は

０．６％増の１３３億８,４２２万円と、ともに増加した。また、歳入歳出差引額から翌年度へ

繰り越すべき財源を除いた実質収支額も５５．９％増と大きかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

対前年

増減率

歳 入 総 額 12,374,713 14,174,938 13,549,175 13,744,764 1.4 

歳 出 総 額 12,156,404 13,953,528 13,304,893 13,384,220 0.6 

歳 入 歳 出 差 引 額 218,309 221,410 244,282 360,544 47.6 

翌年度へ繰り越すべき財源 16,888 27,686 48,034 54,593 13.7 

実 質 収 支 額 201,421 193,724 196,248 305,951 55.9 

他 会 計 繰 出 額 1,381,953 1,409,583 1,324,819 1,312,307 △ 0.9 

起 債 残 高 12,696,636 13,032,586 13,295,012 13,382,282 0.7 

基 金 保 有 額 5,200,471 5,167,317 5,506,096 5,597,506 1.7 

（基金保有額は定額基金含む）

　　　　　　　年　度　　　　　　　　
　区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

 一般．全特別会計（定額運用基金は除く）

 平成１７ 年 度 令和４年度 差 額

 地 方 債 　　　　　35,250 百万円 　　　18,261 百万円 　　16,989 百万円（減）

 積 立 金 　　　　　 2,458 百万円 　　　5,551 百万円 　   3,093 百万円（増）
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（２） 電気通信事業特別会計の概要 

ア　決算の概要 

 

 
 

イ　審査結果・意見 
令和４年度は歳入総額、歳出総額とも大きく増加した。これは起債を財源とした加入者向け 

ネットワークの整備事業費が大きい。加入者数は、５,０５４件で３５件増加しており、サービ 

ス利用者数はケーブルテレビは４,１５５件、インターネットは２,３６４件となっており、イ 

ンターネットは増加、テレビは減少の傾向が続いている。また、加入者の中で未利用者が６８ 

２件と増加している。機器の新設更新は利用者のニーズを把握し、適切な整備を進めるよう配 

慮されたい。 

 
 
（３） 普通会計における歳入・歳出・総額について 

次のページ以降の各表において、表下に「（資料：地方財政状況調査）」と注記があるものは、

地方財政状況調査の作成要領に基づくため、一般会計と電気通信事業特別会計の決算額が次の

とおり重複しないよう純計してある。 

　　 令和４年度地方財政状況調査は、一般会計決算額（歳入１３７億４,４７６万４千円、歳出１

３３億８，４２２万円）に電気通信事業特別会計決算額（歳入５億４,１７１万７千円、歳出５

億２,７０３万２千円）を加え、一般会計の繰出金、電気通信事業特別会計の繰入金３,６０９万

５千円と、一般会計から支出している基本チャンネル利用料やＩＰ電話利用料、２３１万７千

円を歳入、歳出からそれぞれ相殺した額となっている。 

 

 

 

（単位：千円．％）

対前年

増減率

歳 入 総 額 463,753 542,828 359,954 541,717 50.5 

歳 出 総 額 443,638 529,961 341,493 527,032 54.3 

歳 入 歳 出 差 引 額 20,115 12,867 18,461 14,685 △ 20.5 

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 2,300 2,241 △ 2.6 

実 質 収 支 額 20,115 12,867 16,161 12,444 △ 23.0 

一 般 会 計 繰 入 額 161,559 143,979 57,693 36,095 △ 37.4 

起 債 残 高 267,171 221,929 171,981 354,997 106.4 

基 金 保 有 額 85,415 84,403 97,686 115,998 18.7 

　　　　　　　年　度　　　　　　　　
　区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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（４） 財政状況 

ア　普通会計の決算状況 

 

イ　財政指標等の状況 

 

ウ　審査結果 

歳入、歳出ともに決算規模は拡大し、実質収支、単年度収支も大幅に増加した。指標等にお

いて、標準財政規模が減少し、経常収支比率は１．１ポイント悪化した。実質公債費比率も０．

９ポイント改善しているが、単年度では悪化した。地方債現在高は大型事業に係る起債で増

加の傾向にあり、これからの負担は大きい。 

（資料：地方財政状況調査）

（単位：千円．％）

対前年

増減率

歳 入 総 額 12,674,207 14,571,578 13,849,247 14,248,069 2.9 

歳 出 総 額 12,435,783 14,337,301 13,586,503 13,872,841 2.1 

歳 入 歳 出 差 引 額 238,424 234,277 262,744 375,228 42.8 

翌年度へ繰り越すべき財源 16,888 27,686 50,334 56,834 12.9 

実 質 収 支 額 221,536 206,591 212,410 318,394 49.9 

単 年 度 収 支 額 13,327 △ 14,945 5,819 105,984 1,721.3 

積 立 金 ( 財 調 分 ) 154 122,109 107,075 186,525 74.2 

繰 上 償 還 金 0 155,036 110,239 0 　　　皆減

基 金 取 崩 し 額
（ 財 調 分 ）

215,201 0 0 0 -

実 質 単 年 度 収 支 額 △ 201,720 262,200 223,133 292,509 31.1 

　　　　　　　年　度　　　　　　　　
　区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（単位：千円．％．P｢ﾎﾟｲﾝﾄ｣）

対前年

増減率

標 準 財 政 規 模 6,867,970 6,923,107 7,177,810 7,051,312 △ 1.8 

地 方 債 現 在 高 12,963,807 13,254,515 13,466,993 13,737,279 2.0 

債 務 負 担 行 為 額

(公債費に準ずるもの)

積 立 金 現 在 高 4,939,423 4,934,257 5,273,360 5,373,722 1.9 

財 政 力 指 数 0.170 0.170 0.170 0.180 0.010P 

経 常 収 支 比 率 96.6 93.3 90.3 91.4 1.1P 

実 質 公 債 費 比 率
( ３ ケ 年 平 均 ）

14.9 15.0 14.1 13.2 △ 0.9P 

（資料：地方財政状況調査）

　　　　　　年　度　　　　　　
　区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

25,325 21,735 18,146 14,555 △ 19.8 
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（５） 普通会計歳入状況（自主・依存財源別） 

ア　概　要 

 

イ　審査結果 

普通会計の歳入決算額は、１４２億４,８０６万９千円となり前年度比２．９％、３億９,

８８２万２千円増加した。自主財源の構成比は大規模な太陽光発電の開業による固定資産税

の増があり構成比を若干押し上げ２０．０％となった。 

増加の主なものは、道の駅再整備事業や農地農業用施設災害復旧費等の県支出金が４億２，

１３２万１千円と大きい。 

一方、減少は住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業や子育て世帯等臨時特

別支援事業補助金が減った国庫支出金が１億９８２万円と大きい。 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年

構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

自主財源 3,065,053 24.2 2,719,075 18.7 2,724,875 19.8 2,862,750 20.0 5.1

町　　税 1,020,891 8.0 1,004,429 6.9 970,269 7.0 1,130,980 7.9 16.6

分担金及び負担金 108,801 0.9 112,952 0.8 118,467 0.9 106,297 0.8 △ 10.3

使用料及び手数料 424,840 3.4 407,612 2.8 410,023 3.0 412,178 2.9 0.5

繰 入 金 544,945 4.3 554,872 3.8 549,665 4.0 462,685 3.3 △ 15.8

繰 越 金 222,886 1.8 238,424 1.6 234,277 1.7 262,744 1.8 12.2

諸収入･その他 742,690 5.8 400,786 2.8 442,174 3.2 487,866 3.3 10.3

依存財源 9,609,154 75.8 11,852,503 81.3 11,124,372 80.2 11,385,319 80.0 2.3

地方譲与税 168,104 1.3 184,579 1.3 187,049 1.3 195,965 1.4 4.8

地方交付税 5,878,562 46.4 5,922,658 40.6 6,253,388 45.1 6,241,516 43.8 △ 0.2

国庫支出金 834,497 6.6 2,454,578 16.8 1,528,805 11.0 1,418,985 10.0 △ 7.2

県支出金 1,024,942 8.1 1,035,221 7.1 1,068,014 7.7 1,489,335 10.5 39.4

地 方 債 1,477,538 11.6 1,996,378 13.7 1,766,303 12.8 1,752,650 12.3 △ 0.8

そ の 他 225,511 1.8 259,089 1.8 320,813 2.3 286,868 2.0 △ 10.6

歳入合計 12,674,207 100.0 14,571,578 100.0 13,849,247 100.0 14,248,069 100.0 2.9

（資料：地方財政状況調査）

　　　年　度　　　　　

 区　分
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（６） 普通会計歳出状況 

（ア）　性質別経費 

ア　概　要 

 

イ　審査結果 

普通会計の歳出決算額は１３８億７,２８４万１千円となり前年度比２．１％、２億８,

６３３万８千円増加した。 

性質別歳出の比較では、増加の大きなものは普通建設事業費が道の駅再整備事業、邑学

館整備事業、石見中学校改築事業等で１２億８,４２３万８千円などとなっている。 

一方、減少は補助費等が７億３，０９９万３千円、積立金が３億２,６９７万３千円など

が大きい。 

補助費等は、ごみ処理施設整備事業の終了による邑智郡総合事務組合負担金の減少、積

立金は普通交付税の減少により減債基金への積立てが少なかったことによるものである。 

 

 

 

 
 

 

 

（単位：千円．％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年

構成比 構成比 構成比 構成比 増減率

人　件　費 1,600,510 12.9 1,726,336 12.0 1,773,393 13.1 1,807,240 13.0 1.9

物　件　費 1,413,713 11.4 1,457,638 10.2 1,401,312 10.3 1,510,274 10.9 7.8

維持補修費 146,559 1.2 241,039 1.7 196,209 1.5 318,561 2.3 62.4

扶　助　費 1,286,386 10.4 1,297,154 9.0 1,605,510 11.8 1,376,945 9.9 △ 14.2

補 助 費 等 2,540,431 20.4 4,285,672 29.9 3,325,121 24.5 2,594,128 18.7 △ 22.0

公　債　費 1,770,183 14.2 1,765,925 12.3 1,605,821 11.8 1,530,738 11.0 △ 4.7

積　立　金 673,871 5.4 495,646 3.5 887,020 6.5 560,047 4.1 △ 36.9

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 5,000 0.0 173 0.0 △ 96.5

貸　付　金 2,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -

繰　出　金 1,356,825 10.9 1,360,215 9.5 1,308,954 9.6 1,344,143 9.7 2.7

投資的経費 1,645,305 13.2 1,707,676 11.9 1,478,163 10.9 2,830,592 20.4 91.5

普通建設事業費 1,397,596 11.2 1,554,771 10.8 1,237,853 9.1 2,522,091 18.2 103.7

災害復旧費 247,709 2.0 152,905 1.1 240,310 1.8 308,501 2.2 28.4

歳出合計 12,435,783 100.0 14,337,301 100.0 13,586,503 100.0 13,872,841 100.0 2.1

（資料：地方財政状況調査）

　　　年　度　　　
区　分
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（イ） 目的別経費 

ア　概　要 

 
 

イ　審査結果 

目的別歳出の比較では、衛生費で８億４,９６２万９千円減少している。これは、ごみ処 

理施設整備事業の終了による邑智郡総合事務組合負担金の減である。 

増加の大きなものは、総務費の６億７５５万２千円で、道の駅再整備事業や邑学館整備 

事業の本格的な開始などである。 

さらに、教育費は石見中学校改築事業費や小中学校のトイレを洋式化とする衛生環境改 

善事業などで５億７，４７３万４千円増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年

決算額

構成比

決算額

構成比

決算額

構成比

決算額

構成比
増減率

議　会　費 96,989 0.8 91,097 0.7 86,860 0.6 87,806 0.6 1.1

総　務　費 2,353,667 18.9 3,425,291 23.9 2,508,764 18.5 3,116,316 22.5 24.2

民　生　費 2,553,783 20.5 2,527,400 17.6 2,788,358 20.5 2,564,958 18.5 △ 8.0

衛　生　費 1,519,282 12.2 2,078,170 14.5 2,332,996 17.2 1,483,367 10.7 △ 36.4

労　働　費 3,396 0.0 3,638 0.0 3,618 0.0 3,634 0.0 0.4

農林水産業費 1,277,565 10.3 1,363,595 9.5 1,486,513 10.9 1,496,700 10.8 0.7

商　工　費 240,473 1.9 532,179 3.7 286,895 2.1 352,616 2.6 22.9

土　木　費 606,879 4.9 762,328 5.3 722,661 5.3 839,508 6.1 16.2

消　防　費 453,915 3.7 434,695 3.0 428,837 3.2 419,093 3.0 △ 2.3

教　育　費 1,311,942 10.6 1,200,078 8.4 1,094,870 8.1 1,669,604 12.0 52.5

災害復旧費 247,709 2.0 152,905 1.1 240,310 1.8 308,501 2.2 28.4

公　債　費 1,770,183 14.2 1,765,925 12.3 1,605,821 11.8 1,530,738 11.0 △ 4.7

歳 出 合 計 12,435,783 100.0 14,337,301 100.0 13,586,503 100.0 13,872,841 100.0 2.1

（資料：地方財政状況調査）

　　　年　度　　　　　

区　分
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(７）財産に関する調書 

財産の各項目の概要は、次のとおりである。 

①　公有財産 

 

公有財産に係る審査において、ア．土地、イ．建物、ウ．山林については、現在高（面積） 

が調書と固定資産台帳とが不一致であった。 

 

ア　土　地（山林を除く） 

　　 前年度末と比較して１７，４７３．３７㎡増加している。これは、行政財産が１９，４２６． 

５８㎡増加し、普通財産が１，９５３．２１㎡減少したことによるものである。 

　　 行政財産の増加は、主に事業用地の取得であり、普通財産の減少は、用途変更・売却によるも 

のである。なお、当年度取得の主なものは、道の駅瑞穂再整備事業用地１４，６４３．５１㎡で 

ある。 

 

イ　建　物 

　　 前年度末と比較して７１．１４㎡増加している。これは行政財産が増加したことによるもの 

である。 

行政財産の増加は、公営住宅７１．１４㎡の新築によるものである。 

 

ウ　山　林 

当年度中の増減高はなかった。 

 

エ　物　件 

当年度中の増減高はなかった。 

 区　　　　分 前年度末現在高 当年度中増減高 当年度末現在高

 
土　地 

（山林を除く）

行政財産 1,306,150.08　㎡ 19,426.58　㎡ 1,325,576.66　㎡

 普通財産 264,669.10　㎡ △　1,953.21　㎡ 262.715.89　㎡

 計 1,570,819.18　㎡ 17,473.37　㎡ 1,588,292.55　㎡

 

建　物

行政財産 151,407.39　㎡ 71.14　㎡ 151,478.53　㎡

 普通財産 5,115.08　㎡ 0　㎡ 5,115.08　㎡

 計 156,522.47　㎡ 71.14　㎡ 156,593.61　㎡

 

山　林

面積（行政財産） 7,965,406.40　㎡ 0　㎡ 7,965,406.40　㎡

 面積（普通財産） 1,911,691.60　㎡ 0　㎡ 1,911,691.60　㎡

 面　　　積 9,877,098.00　㎡ 0　㎡ 9,877,098.00　㎡

 立木の推定蓄積量 191,743.11　㎡ 2,520.72　㎡ 194,263.83　㎡

 
物　件

地上権 16,948,100.00　㎡ 0　㎡ 16,948,100.00　㎡

 温泉権 5.50　㎡ 0　㎡ 5.50　㎡

 有 　価 　証 　券 520 千円 0 千円 520 千円

 出資による権利 477,150 千円 △　527 千円 476,623 千円
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オ　有価証券 

当年度中の増減高はなかった。 

 

カ　出資による権利 

　　 前年度末と比較して５２万７千円減少している。これは、一般財団法人 邑南町開発公社の解 

散により出資金が７０万円減少し、邑智郡森林組合への出資金を１７万３千円増加したことに 

よるものである。なお、年度中の定期監査で、社会福祉法人おおなん福祉会への出資金５００万 

円は、出資対象外の法人であることが判明しているが改善されていない。 

 

 

②　物　品 

　　 当年度末における自動車の現在高１４７台である。主な内訳は、消防車３１台、普通乗合バス 

２５台、公用車９１台であり、前年度現在高と同数である。 

 

 

③　債　権 

　　 当年度末における債権の額は、奨学基金貸与２億５，９３７万１千円、住宅新築資金等貸付金 

５８７万５千円、地区別戦略貸付金４００万円、フィンランド共和国交流派遣貸付基金５万６ 

千円で合計２億６，９３０万２千円となっており、前年度末と比較して１，２１８万７千円増加 

している。これは、医療福祉従事者確保奨学基金１，８４０万円の増加によるものである。 

 

〔債　権〕　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

 

④　基　金（５月末現在） 

　　 当年度末現在高は、前年度末現在高と比較して１億９５０万４千円増加している。これは主 

に、財政調整基金の積立によるものである。 

 

 

 区　　　　分 前年度末現在高 当年度中増減額 当年度末現在高

 奨
学
基
金
貸
与

奨学基金 10,731 △　4,383 6,348

 医療福祉従事者確保奨学基金 221,468 18,400 239,868

 農林業後継者育成奨学基金 14,030 △　875 13,155

 計 246,229 13,142 259,371

 住宅新築資金等貸付金 6,303 △　428 5,875

 地区別戦略資金貸付金 4,500 △　500 4,000

 フィンランド共和国交流派遣貸付基金 83 △　27 56

 合　　　　　計 257,115 12,187 269,302
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（８） 現地踏査 

実施日　　令和５年８月９日 

　　 令和４年度執行事業中の「石見中学校改築事業」「邑学館整備事業」について現地踏査した。 

 

ア　石見中学校改築事業 

①　全体計画　令和４～６年度　総事業費概算　３９億５，４００万円 

うち建築工事：令和４～５年度　２９億３，９００万円 

②　令和４年度事業 

〇年度内完了事業（決算額：５０７，６５４千円） 

・改築工事技術支援業務 

（業務内容：工事執行調整、工事検査支援　等） 

・改築工事　（延６，２３９．７㎡） 

・改築工事管理業務 

・改築付帯工事（工事内容：支障木伐採、自転車小屋解体等） 

〇５年度への繰越分事業（繰越額：７２７，２２９千円） 

・改築工事　　　・改築工事管理業務 

・既存校舎等解体設計業務　　　・校庭外構整備設計業務　　等 

 

  イ　邑学館（新館別棟）整備事業 

①　全体計画　令和３～５年度　総事業費概算　５億６，０００万円 

うち建築工事：令和４年度　 　４億８，８４０万円 

②　令和４年度事業 

〇年度内完了事業（決算額：２２３，４７５千円） 

・設計照査業務　　・用地取得（１，８０５㎡） 

・工事補償     ・敷地造成工事（１，７４０㎡） 

・建築工事（延床１，１５９㎡） 

〇５年度へ繰越分事業（繰越額：３１６，０７６千円） 

・建築工事　　　・管理業務 

・備品購入　 等 

 

ウ　審査意見 

いずれの事業とも資材費の高騰等で工事費の変更があったが、生徒や教職員の活用やす 

い学校として、また、学生のための有意義な施設として整備を進めてほしい。 
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（９） 普通会計審査意見 

ア　財政運営について 

① 令和４年度は、経常収支比率が１．１ポイント、地方債現在高比率が７．２ポイント悪化

し積立金現在高比率は２．７ポイント改善している。いずれも指標は標準財政規模の動

きに影響されるが、地方債現在高は、大型事業が進行中であるため増加傾向にある。財政

の硬直化が進まないようにするためにも、積立金特に財政調整基金、減債基金の確保が

望まれる。 

② 令和４年度の町民税など６町税の合わせた徴収率は前年度９７．６２％から９８．０３％

と上がった。前年度の多額な不納欠損処分の影響が大きいが、徴収率は年々上昇傾向に

ある。徴収努力を評価する。なお令和４年度は６町税のうち、入湯税の徴収はない。 

③ 未収金は、前年度と比較して１８５万２千円（４．１％）減少したが、依然として過年度

分の未収金が多額であるので、徴収に努められたい。 

 

イ　財務事務について 

① 予算の流用は、節間、節内をあわせ、１，５８０件で９,６３４万１千円となっている。

できるだけ少なくされたい。予備費の充用は４９件１，７５４万２千円となっている。ほ

とんどが災害や故障による緊急な修繕、また新型コロナウイルス感染症対策など緊急に

対応が必要なものに充用されておりやむを得ないが、一部に予め予算計上しておくべき

ものが見受けられる。 

② 不用額については、３億３，７４７万６千円で前年度に比較して３３．２％増加してい

る。とくに事業の執行を怠ったと思われるものはないが、総事業数の６．６％の事業にお

いて、７０％以下の執行率となっている。最終の補正予算はできる限り見込み額を把握

して他事業に反映してほしい。 

③ 資金不足のための一時借入金２０億円、基金繰替運用を３０億６,３００万円行った。そ

のための利息３９万１千円を支払ったが、繰替運用することによって１２９万５千円を

節約したことは好ましい。 

 

ウ　財産管理について 

財産管理については、有形固定資産のデータは統一的基準に基づきシステム管理されてい 

る。公有財産の土地については、公営住宅用地、道の駅瑞穂再整備事業用地等の取得により、

１７，４７３．３７㎡増加した。一方建物については、公営住宅の新設により７１.１４㎡増

加した。 

債権については、奨学基金貸与等により、１，２１８万７千円増加した。 

定額運用基金については、医療福祉従事者確保奨学基金１，５００万円を積立したことで 

９３６万円増加した。 

（定額運用基金については決算年度末現在の比較としている。） 

物品の公用車については、前年度末と同数の１４７台となっている。 

　　　　財産管理は、「邑南町公共施設等総合管理計画」の実施方針に掲げている、計画の進捗状況 

について、毎年度フォローアップを着実に実施することが求められる。 
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エ　事業の繰越について 

令和４年度においては、繰越明許費、事故繰越しが４７事業、１９億１，４２４万６千円 

で、対前年度比１０億７，２８２万７千円（１２７．５％）増加した。被災箇所が多く災害

復旧事業の査定が遅れたことや新型コロナウイルス感染症の影響で事業の進捗が遅れたこ

と及び工事資材の調達に時間を要するものが多くやむを得ない。 

 

オ　人事管理について 

① すでに導入されている人事評価制度の効率的な実行や積極的な研修参加等で、引き続き

職員のスキルアップ、効率的な業務運営を進めてもらいたい。また、１０月から始まった

フレックスタイム制度は利用者があるものの、地域活動にかかわる等の利用がまだ少な

いのは今後の課題である。 

② ここ近年、業務の内容も多様、複雑化しており、緊急性のある業務も多い。引き続き業務

執行に支障のないよう弾力的な人員配置、職員教育を計画的に進められたい。また、職員

の不祥事を防止するためにも担当の複数制など職員の孤立防止も必要である。 

③ 内部統制制度については導入に動き出している。一部の事務のみならず、対象事務を広

げて進められたい。 

④ 職員等による公用車での対物事故が２件、自損車両事故が１３件発生している。引き続

き不注意による事故が皆無となるよう努められたい。 

 

 

 

 

 

（職員数の推移）

＊企業会計職員を含む

（人件費比率）

＊H27年度以降事業費支弁人件費含む

（単位：人）

事務部局職員 202 206 206 203 204 204 206 216 218 216 216 214 206 

派遣職員 39 27 21 15 13 10 10 0 0 0 1 2 2 

職 員 計 241 233 227 218 217 214 216 216 218 216 217 216 208 
内

  新規採用
6 0 11 5 6 7 7 16 21 7 8 14 4 

（単位：千円、％）

人 件 費 1,438,161 1,610,340 1,591,334 1,661,618 1,692,858 1,668,666 1,802,212 1,837,484 1,887,274 

歳出総額 14,192,519 14,304,469 11,790,924 11,731,658 11,724,205 12,435,783 14,337,301 13,586,503 13,872,841 

人件費比率 10.1 11.3 13.5 14.2 14.4 13.4 12.6 13.5 13.6 

　　 年 度　　　

区 分 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1

　　 年 度　　　

区 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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カ　危機管理について 

危機管理に関する町内の現状は、１２の消防分団に団員４９６名が在籍し、消防車両３１ 

台を保有している。防火水槽２８６基、町が指定する指定緊急避難場所は８８か所（内、指

定避難所は６２か所）となっている。防災士は９４名が登録され、３８の自治会で結成され

ている自主防災組織では、防災訓練や話し合いなどが実施され、地域防災力の向上につなが

る取り組みがなされている。消防団員の減少、防災士の増員が課題である。 

また、避難者用の非常食、保存水、マット、毛布、避難所用間仕切り及びパーテーション 

に加え、紙おむつ（子ども用・大人用）や生理用品などの備蓄がなされている。 

今後、新たに感染症対策の必要性も生じ、継続的に大規模災害時の長期的な避難所生活を 

考慮した資機材の備蓄が求められる。あわせて、激甚化する災害から身を守るためにも、安 

全なうちに安全な場所に避難することが重要であり、避難行動要支援者の個別避難計画やマ

イ・タイムライン（避難行動計画）の取り組みを進めることが求められる。 
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３　公営事業会計 

（１） 国民健康保険事業特別会計 

ア　決算の概要 

 

 

イ　審査結果 

① 令和４年度の歳入歳出差引額は、１，２７８万９千円の黒字となっていたが、前年度から

の繰越金を引いた単年度収支は赤字となっている。 

② 保険税の収入未済額は２,４２４万２千円あり、対前年度比６．７％減少した。 

③ 保険税の税率は一部に軽減となる変更があった。収納率は８７．９％で０．７ポイント下

がった。 

④ 令和４年度末の被保険者数は２,１５５人で、前年度より２０４人減少した。 

 

 

ウ　審査意見 

保険給付費は、前年度に比較して７．０％減少している。引き続き医療費の動向把握に努 

められたい。 

保険税の未収金は若干減少したが、依然として１割を超えており多額になっている。これ 

の解消に向けては、個々の事情に応じた賦課・徴収の対応に努力されたい。 

また、保健事業において日頃から適切に健診が行われている。このことは医療費の適正化 

に大きくつながるので、被保険者の特性に応じたきめ細かい事業を展開するよう、引き続き

努められたい。 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

対前年

増減率

歳 入 総 額 1,504,988 1,291,259 1,325,794 1,311,667 △ 1.1 

歳 出 総 額 1,486,828 1,274,947 1,307,493 1,298,878 △ 0.7 

歳 入 歳 出 差 引 額 18,160 16,312 18,301 12,789 △ 30.1 

前 年 度 繰 越 金 24,554 18,160 16,312 18,301 12.2 

単 年 度 収 支 額 △ 6,394 △ 1,848 1,989 △ 5,512 △ 377.1 

一 般 会 計 繰 入 額 159,752 144,131 149,183 144,695 △ 3.0 

不 納 欠 損 額 218 289 372 0 　皆減

収 入 未 済 額 25,517 25,324 25,978 24,242 △ 6.7 

基 金 保 有 額 76,704 100,955 110,454 110,228 △ 0.2 

　　　　　年　度　　　　
区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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（２） 国民健康保険直営診療所事業特別会計 

ア　決算の概要 

 

 

 

イ　審査結果 

① 歳入、歳出決算額とも増加したが、矢上診療所職員加配による経費が大きい。 

② 実質収支、単年度収支とも黒字となった。 

③ 診療収入は３,９６４万７千円で、前年度比５．７％減少した。 

 

ウ　審査意見 

町内の公的診療所は４施設となっている。引き続き町民のニーズに応じた身近な医療を担 

ってほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

対前年

増減率

歳 入 総 額 114,539 103,451 95,289 121,140 27.1 

歳 出 総 額 113,145 98,182 91,660 113,486 23.8 

歳 入 歳 出 差 引 額 1,394 5,269 3,629 7,654 110.9 

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 0 0 -

実 質 収 支 額 1,394 5,269 3,629 7,654 110.9 

前 年 度 繰 越 金 463 1,394 5,269 3,629 △ 31.1 

単 年 度 収 支 額 931 3,875 △ 1,640 4,025 345.4 

一 般 会 計 繰 入 額 49,298 44,763 32,837 61,522 87.3 

起 債 残 高 199,400 199,400 199,156 199,143 △ 0.0 

　　　　　年　度　　　　
区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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（３） 後期高齢者医療事業特別会計 

ア　決算の概要 

 

 

イ　審査結果 

① 令和４年度の歳入歳出差引額は、３４４万１千円の黒字となり、前年度からの繰越金を

除いた単年度収支も黒字となっている。 

② 平成２０年度から始まった後期高齢者医療事業は、令和４年度には被保険者が２,６７２

人となり、前年度より２９人の増加となっている。 

 

 

ウ　審査意見 

今後とも高齢者の健康福祉の充実、適切な保健指導事業のために関係機関が連携して、よ 

り濃密で健全な保険事業が行われるよう望む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

対前年

増減率

歳 入 総 額 366,864 394,057 386,720 381,821 △ 1.3 

歳 出 総 額 364,623 391,204 384,566 378,380 △ 1.6 

歳 入 歳 出 差 引 額 2,241 2,853 2,154 3,441 59.7 

前 年 度 繰 越 金 2,153 2,241 2,853 2,154 △ 24.5 

単 年 度 収 支 額 88 612 △ 699 1,287 284.1 

一 般 会 計 繰 入 額 227,358 238,200 232,392 222,151 △ 4.4 

不 納 欠 損 額 0 0 0 0 -

収 入 未 済 額 459 402 480 629 31.0 

　　　　　年　度　　　　
区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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（４） 下水道事業特別会計 

ア 決算の概要 

 

 

 

イ　審査結果 

① 令和４年度の歳入歳出差引額は、２,２６２万円の黒字、実質収支、単年度収支も黒字と

なった。 

② 収入未済額が５５４万円となり、前年度より７１万２千円（１４．８％）増加した。 

③ 下水道の令和４年度における普及率は、９３．４％となり昨年度より０．３ポイント増え

て全国的にも高い水準となっている。設備区分構成比は農業集落排水が４２．６％、公共

下水道が２８．８％、合併浄化槽が２７．５％、小規模簡易排水が１．１％となっている。 

 

 

ウ　審査意見 

合併浄化槽の増設工事やその他の施設の維持管理の業務が増えている。維持管理について 

は管理費が高額であることも考え、管理の方法を検証しながら推進されたい。 

なお、収入未済額も年々増えている。一層の徴収に努められたい。 

また、令和６年度から公営企業法の適用となる予定なので、資産点検等を十分行われたい。 

 

 

 

 

（単位：千円．％）

対前年

増減率

歳 入 総 額 915,459 946,289 942,991 913,349 △ 3.1 

歳 出 総 額 902,549 930,155 930,780 890,729 △ 4.3 

歳 入 歳 出 差 引 額 12,910 16,134 12,211 22,620 85.2 

翌年度へ繰り越すべき財源 5 91 231 263 13.9 

実 質 収 支 額 12,905 16,043 11,980 22,357 86.6 

前 年 度 繰 越 金 13,712 12,910 16,134 12,211 △ 24.3 

単 年 度 収 支 額 △ 807 3,133 △ 4,154 10,146 344.2 

一 般 会 計 繰 入 額 545,262 552,811 549,437 570,252 3.8 

不 納 欠 損 額 89 19 0 0 -

収 入 未 済 額 3,860 4,150 4,827 5,540 14.8 

基 金 保 有 額 67,070 67,084 67,097 67,105 0.0 

起 債 残 高 5,354,260 5,016,673 4,682,249 4,324,293 △ 7.6 

　　　　　年　度　　　　
区　分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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４　令和４年度財政健全化審査意見書 

（１）　審査の概要 

この財政健全化審査は、町長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載

した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 
 
 

（２）　審査の結果 

ア　総合意見 

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も適正に作成されているものと認められる。 
 

記 
単位：(%) 

 
 
 

イ　 個別意見 

①　実質赤字比率について 
令和４年度の実質赤字額はなく、本町の早期健全化基準の１４．０３％に該当する数値はない。 

②　連結実質赤字比率について 
令和４年度の連結実質赤字額はなく、本町の早期健全化基準の１９．０３％に該当する数値は

ない。 
③　実質公債費比率について 

令和４年度の実質公債費比率（令和２年度～令和４年度の３カ年平均）は１３．２％となって

おり、令和３年度の算定分１４．１％（令和元年度～令和３年度の３カ年平均）と比較して０．

９ポイント減少しているが、単年度の比率は、令和２年度１４．３％、令和３年度１２．４％、

令和４年度１３．０％と前年度に比べ０．６ポイント増加している。この数値の増加について

は、地方債の元利償還金等の分子が令和３年度に比べ増加（約１，８６０万円）し、普通交付

税等の分母が減少（約１億３，０００万円）したためである。 
起債の計画的発行の効果もあり令和３年度まで元利償還金は減少してきたが、令和４年度は増

 健全化判断比率 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3 年度 令和4 年度 備　考

 ① 実質赤字比率 － － － － －

 【 早期健全化基準】 【 14.05 】 【 14.09 】 【 14.07 】 【 13.99 】 【 14.03 】

 ② 連結実質赤字比率 － － － － －

 【早期健全化基準】 【 19.05 】 【 19.09 】 【 19.07 】 【 18.99 】 【 19.03 】

 ③ 実質公債費比率 14.5 14.9 15.0 14.1 13.2

 ( 単年度 ) ( 15.3 ) ( 15.6 ) ( 14.3 ) ( 12.4 ) ( 13.0 )

 【早期健全化基準】 【 25.0  】 【 25.0  】 【 25.0  】 【  25.0 】 【  25.0  】

 ④ 将来負担比率 108.5 96.3 91.6 80.6 79.7

 【早期健全化基準】 【 350.0 】 【 350.0 】 【 350.0 】 【 350.0 】 【  350.0 】
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加に転じた。近年行ってきた防災行政無線更新事業及び新可燃ごみ処理施設整備事業に進行中

の石見中学校建設事業、公立邑智病院建設事業、邑学館整備事業の大型の起債事業に係る起債

償還の重複時期等による数値の上昇に注視されたい。 
なお、全国の市区町村平均は、５．５％（令和３年度決算：総務省）となっている。 

④　 将来負担比率について 
令和４年度の将来負担比率は、７９．７％となっており、令和３年度算定分８０．６％と比較

して０．９ポイント改善している。これは、普通会計の地方債現在高は増加しているがその他

の将来負担額が減少したため分子が減少したが、分母の標準財政規模の減少額が少なかったた

め比率は改善した。 
将来負担比率は、早期健全化基準の３５０．０％を下回っているが、全国の市区町村平均１５．

４％（令和３年度決算：総務省）と比較した場合には高い数値となっている。 
 

 

ウ 　是正改善を要する事項 

本年度において、実質公債費比率、将来負担比率ともに改善となったが、単年度実質公債費比率 
は悪化した。 
いずれも分子対分母の比率で、分子を構成する大きな要素は、実質公債費比率は地方債の元利償 

還金、将来負担比率は地方債現在高であり、その増減は長期にわたっての財政運営の結果である。 
今後、償還中の起債に加え進行中の大型建設事業や計画されている起債事業に係る起債の償還や 

地方債残高等の推移に注視しながら、将来世代への負担を考慮するなど引き続き適切な起債発行に

努められたい。 
また、分母となる標準財政規模については、令和３年度において臨時的な追加交付等による増額 

があったものの令和４年度は減額になっており、今後も減額が見込まれる。適切な財政計画の立案

及び財政推計に沿った財政運営が必要であると考える。 
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５　令和４年度下水道事業特別会計経営健全化審査意見書 

（１）　 審査の概要 

この経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 
 

（２）　 審査の結果 

ア  総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも

適正に作成されているものと認められる。 
 

記 
 

 
 

イ　 個別意見 

① 資金不足比率について 
下水道事業特別会計の令和４年度決算においては、「繰上充用額」、「支払繰延額」及び「建設改

良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高」いずれもなく、資金不足額は

ない。 
したがって、経営健全化基準の２０．０％に該当する数値はない。 

 
 

ウ　 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 比　率　名 令和４年度(％) 経営健全化基準(％) 備　　考

 資金不足比率 ― 20.0
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６　　令和４年度水道事業会計経営健全化審査意見書 

（１）　 審査の概要 

この経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 
 

（２） 　審査の結果 

ア　  総合意見 

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも

適正に作成されているものと認められる。 
 

記 
 

 
 

イ　 個別意見 

① 資金不足比率について 
水道事業会計の令和４年度決算においては、「繰上充用額」、「支払繰延額」及び「建設改良費等

以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高」のいずれもなく、資金不足額はな

い。 
したがって、経営健全化基準の２０．０％に該当する数値はない。 

 
 

ウ 　是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 比　率　名 令和４年度(％) 経営健全化基準(％) 備　考

 資金不足比率 ― 20.0
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７　基金運用状況審査意見書(地方自治法第２４１条第５項) 

（１）審査の対象 

　　　　令和４年度年度定額運用基金　　〔基金現在高〕表を参照 

　　　　① 高額療養費貸付基金 

　　　　② 文化、芸術振興基金 

　　　　③ 奨学基金 

　　　　④ 医療福祉従事者確保奨学基金 

　　　　⑤ 農林業後継者育成奨学基金 

　　　　⑥ フィンランド共和国交流派遣貸付基金 

 

　（２）審査の内容及び意見 

　　　① 高額療養費貸付基金 

　　　　長期間利用のない年度が続いており、本年度中に３００万円減額した。 

年度末現在高は３００万円となっている。 

 

　　　② 文化、芸術振興基金 

　　　　４年度中も貸付利用はなく、年度末現在高は５０万円となっている。 

 

　　　③ 奨学基金 

　　　　４年度中は継続２名に対して７８万円の貸付が行われ、償還は１０名から５１６万４千円 

があり、内、償還免除は２名で２６４万円あった。貸付総額は６３４万８千円で、年度内 

に２６４万円の取崩しがあり、年度末現在高は６，３２８万２千円となっている。 

　　　　貸付運用されない基金残高が増加し、年度末現在高の約９０％となっている。 

 

　　　④ 医療福祉従事者確保奨学基金 

　　　　４年度中に新規５名、継続２８名に対し３，３７２万円の貸付が行われ、償還は２５名か

ら８４８万円があり、内、償還免除は３名で６８４万円あった。 

　　　　貸付総額は２億３，９８６万８千円で、年度中に１，５００万円の積立があり、年度末現

在高は２億４，５００万円となっている。 

 

　　　⑤ 農林業後継者育成奨学基金 

　　　　４年度中に継続１名に対し９６万円の貸付が行われ、償還は３名から１８３万５千円あり、

内、償還免除は１名で１２０万円あった。 

貸付総額は１，３１５万５千円となっており、年度末現在高は１，８００万円となってい

る。 

 

　　　⑥ フィンランド共和国交流派遣貸付基金 

　　　　４年度中の貸付は無く、償還は１名から２万８千円あり、貸付総額は５万６千円で、年度
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末現在高は１，０００万円となっている。 

年度末現在高のほとんど（約９９％）が貸付運用されていない。 

審査に付された各基金の運用状況は適正であり、計数に誤りはなかった。 
 

 

８　決算審査のまとめ 

 

  令和４年度予算は、メインテーマ「持続可能な社会づくり SDGｓの追及」の下、「誰ひとり取

り残さない、人とつながり支え合う町づくり」と「ゼロカーボン・シティ宣言の町にふさわしい脱

炭素社会の実現」をサブテーマに掲げ編成され、様々な事業が実施された。 
地区別戦略発展事業は、各地区の特色を持った事業が本格化し、また子供の健やかな成長を願う

ため、日本一の子育て村構想の取組みを普遍的かつ継続的なものにするため共通の理念として「子

ども条例」が制定された。一方で、依然として新型コロナウイルス感染症は終息の気配を見せず、

多くの制約が続く中で事業が進められた。 
 
このような中、各会計における実質収支はいずれも黒字となっている。普通会計の決算状況にお

いて、歳入、歳出の決算規模は僅かに増大した。歳出は、新型コロナウイルス感染症対応関係経費

の減少やごみ処理施設整備事業の終了があったものの、邑学館整備事業や石見中学校改築事業など

の普通建設事業の増加が大きく、歳入もこれら事業に関するものの動きでの増大である。決算指標

において、経常収支比率が前年度に比べ１．１ポイント増加、地方債現在高比率も７．２ポイント

増加して悪化したが、積立金現在高比率は２．７ポイントの増加で改善している。また、健全化判

断比率の実質公債費比率（単年度）が０．６ポイント増加して悪化、将来負担比率は０．９ポイン

ト減少して改善したが、これら毎年の指標はいずれも分母の標準財政規模が普通交付税の増減が影

響して動くことが大きいためである。 
 
これから先も依存財源が８割を占める中で、厳しい財政事情は避けられない。町が持続的発展を

していくためには、真に必要な事業の選択をしながら町民のニーズに応えていく財政運営は当然で

あるが、大型建設事業が進行中では必要経費を現世代と将来世代とどう負担、分担していくか、分

担が適切か否か等を注視するとともに、少しの節約も念頭に置き、財政調整基金、減債基金を確保

していくことも必要である。 
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（単位：円）
令和元年度 令和２年度 令和3年度 令和４年度 対前年差引増減

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

町 税 35,788 ,740 40 ,985 ,045 23 ,544 ,095 22,723 ,587 △ 820 ,508

5,225,988 4,347,182 2,950,573 3,296,810 346,237

28,853,173 34,938,432 18,818,304 17,631,794 △ 1,186,510

1,709,579 1,699,431 1,775,218 1,794,983 19,765

分 担 金 866 ,902 849 ,064 1 ,301 ,770 488 ,400 △ 813 ,370

866,902 849,064 1,301,770 488,400 △ 813,370

0 0 0 0 0

負 担 金 339 ,210 253 ,810 229 ,810 215 ,810 △ 14 ,000

339,210 253,810 229,810 215,810 △ 14,000

0 0 0 0 0

使 用 料 374 ,500 452 ,800 340 ,020 726 ,520 386 ,500

286,200 408,680 306,900 693,400 386,500

88,300 44,120 33,120 33,120 0

財産収入 598 ,352 1 ,180 ,000 298 0 △ 298

諸 収 入 22,417 ,563 18 ,830 ,467 18 ,368 ,299 18,002 ,440 △ 365 ,859

7,150,252 6,691,008 6,302,764 5,874,520 △ 428,244

15,267,311 12,139,459 12,065,535 12,127,920 62,385

60 ,385 ,267 62 ,551 ,186 43 ,784 ,292 42,156 ,757 △ 1 ,627 ,535

国民健康
保険

25,516 ,957 25 ,323 ,837 25 ,977 ,528 24,242 ,007 △ 1 ,735 ,521

458 ,530 402 ,490 479 ,970 629 ,048 149 ,078

458,530 402,490 479,970 629,048 149,078

0 0 0 0 0

下 水 道 3,859 ,655 4 ,149 ,977 4 ,827 ,200 5,539 ,654 712 ,454

590,000 590,000 590,000 590,000 0

3,269,645 3,559,977 4,237,200 4,949,654 712,454

10 0 0 0 0

電気通信 1,034 ,109 932 ,967 1 ,184 ,842 960 ,302 △ 224 ,540

105,000 20,000 20,000 113,000 93,000

908,557 894,510 1,146,385 828,845 △ 317,540

4,152 2,057 2,057 2,057 0

16,400 16,400 16,400 16,400 0

30 ,869 ,251 30 ,809 ,271 32 ,469 ,540 31,371 ,011 △ 1 ,098 ,529

91 ,254 ,518 93 ,360 ,457 76 ,253 ,832 73,527 ,768 △ 2 ,726 ,064

1,291 ,053 407 ,891 11 ,691 ,964 1,071 ,936 △ 10 ,620 ,028

令和４年度　収入未済額調書

町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

農林水産業費
分担金

災害復旧費
分担金

民生費負担金

教育費負担金

土 木 使 用 料

教 育 使 用 料

財産貸付収入

貸 付 金 元 利

収 入

雑 入

計

保 険 税

後期高齢者医療

保 険 料

雑 入

分 担 金

使 用 料

雑 入

負 担 金

使 用 料

手 数 料

財 産 収 入

計

合 計

不 納 欠 損 処 分

＊繰越事業関連の未収入特定財源は除く

区　   　　  　分

一
般
会
計

特
別
会
計
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